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１．定義 

国立大学法人東京外国語大学（以下、「本学」という。）における内部統制とは、「学長のリー 

ダーシップの下、権限の責務を明確化し、役職員が法令等を遵守し、業務の有効性及び効率性の 

向上のため、学長が本学の組織内に整備・運用する仕組み」とする。 

 

２．内部統制システムの整備・運用 

本学は、役員（監事を除く。）の職務の執行が国立大学法人法又は他の法令に適合することを確 

保するための体制、その他業務の適正を確保するための内部統制システムを整備する。 

本学における内部統制システム最高管理責任者は、学長とする。 

  本学における内部統制システム推進責任者（以下「責任者」という。）は、学長が指名する理事を

もって充てる。 

各部局に内部統制推進責任者を置き、部局の長をもって充てる。 

  責任者は、内部統制システムに関し、継続的に見直しを図るとともに、役職員への周知や研修の 

実施、必要なシステムの更新に努める。 

責任者は、定期的に役員に対し、内部統制システムに関する報告を行う。 

責任者は、内部統制システムの推進に関し、必要に応じて役職員の意見を聞く機会を設ける。 

 

３．コンプライアンスの推進について 

本学は、コンプライアンスを推進し、適正かつ公正な業務遂行を維持することにより、国立大学法 

人としての社会的責任を果たし、社会からの信頼を確保する。 

この方針において「コンプライアンス」とは、法令及び学内規程（以下「法令等」という。）を遵 

守するだけでなく、法令等違反を予防し、法令等違反を早期に発見し迅速かつ適切に処理するための 

一切の活動をいう。 

本学の役職員は、コンプライアンスの目的及び趣旨を理解し、その重要性を深く認識して行動する。 

本学は、コンプライアンスの推進のために、関連する学内組織を整備するとともに、コンプライア 

ンス推進の過程で生じた事象に関しては、必要な措置を講ずる。 

本学は、法令等違反又はその可能性について、早期に把握できる体制を整備する。 

 

４．リスクの評価と対応 

本学は、教育、研究その他の大学運営に影響を及ぼす又はそのおそれがある様々な事象に、迅速

かつ的確に対処するため、リスクの評価を実施する。 

責任者は、これらの状況については、役員会に報告し、その回避、提言並び受容等の改善策を検

討する。 

 



５．モニタリング 

  本学の内部統制システムが有効に機能していることを確認するため、次に掲げるモニタリングを 

 行う。 

１）日常的モニタリングは、各業務における役職員の自己点検、内部牽制、承認手続等により行う。 

２）独立的評価は、監事が行う監査及内部監査により行う。 

責任者は、モニタリングの結果を業務に適切に反映させ、内部統制システムの不断の見直しを図 

る。 

 

６．情報の適切な管理 

  本学は、学長が指名した理事または副学長の下、情報セキュリティに関する規程の整備、その 

他以下の情報漏洩の防止に関する取組を推進する。 

１）個人情報の適切な管理にあたり必要とされる取組の実施、及び実施状況の定期的な点検。 

２）文書の適切な保存管理及び情報管理のための必要な措置。 

 

７．入札・契約に関する相互牽制の確立 

本学は、契約事務の適切な実施のための規程の整備及び契約事務における相互牽制の体制を確立 

する。 

 

８．研究に係るリスク管理 

本学は、学長が指名した理事または副学長の下、研究活動において、内部牽制機能による研究費の

適正管理、研究不正の防止及び知的財産を保護するため、規程の整備及び必要な措置を講ずる。 

 

９．監事及び監事監査 

本学は、監事の権限や職務内容を明確にするとともに、監事監査が円滑かつ適切に実施されるよう 

必要な措置を講ずる。 

本学は、学長、理事、監事及び会計監査人の意思疎通を確保できるよう定期的な意見交換の場を設 

ける。 

 

１０．内部監査 

本学は、内部監査を実施し、内部監査の結果及びそれに対する改善措置状況を、学長に報告する。 

 

１１．内部通報 

本学は、内部通報に関する体制を整備する。 

 


